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 取引の相手方のうち、違反行為の相手方とされたものは、 

  排除措置命令書では「特定ディーラー」と呼ばれており（排除措置命令書 1 頁で定義） 

   https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250918_daini_4.pdf 

   https://snk.jftc.go.jp/DC005/R070918R07J11000013K 

   「別表」を見れば 38 名であることや固有名詞がわかるはずであるが非公開である。 

  課徴金納付命令書では「違反行為の相手方」とされ、数は 38 名とされている。 

   https://snk.jftc.go.jp/DC005/R070918R07J03000021K 

 命令書の記載 

  違反要件（2 条 9 項 5 号）に関することは排除措置命令書 

  課徴金要件（20 条の 6）に関することは課徴金納付命令書 

 優越的地位（排除措置命令書 3 頁（3）） 

  以下の事情「等」により優越的地位がある。（エ） 

   「我が国における輸入小型自動二輪車の新規登録の台数の順位において第 1 位」 

   「大部分の特定ディーラーは、……販売拠点の設備等に対し多額の投資を行ってい

た。」 

   「特定ディーラーは、いずれも、……その総売上高に占める HD 商品に係る売上高

の割合が高い者であった。」 

   「特定ディーラーの中には、……他の事業者との取引を開始又は拡大することにより、

HD 商品に係る売上高と同額又はそれ以上の額の売上高を確保することが困難な者

が存在していた。」 

 濫用（排除措置命令書 3〜7 頁） 

  「あらかじめ計算できない不利益」よりは「合理的範囲を超える不利益」の色彩が強い

事案 

   四半期ごとにあらかじめ立てる目標が過大であることが中心 

   （ロックインされている者に対する新たな四半期の要求なので、別の見方もあり得る



かもしれない。） 

  挙げられた諸要素（「自社登録」など別紙で定義） 

   困難な目標と双方が認識（4 頁（4）） 

   自社登録による不利益（5 頁（7）） 

    RETAIL 登録の場合 

    EX-DEMO 登録の場合 

   協議なし、意見を述べる機会を与えず、十分な説明なし、要請したとしても協議を行

うことはほとんどなく下方修正することもなかった 

   NGS 評価（4 頁（5）イで定義）を 2 回連続で下された場合の厳しい対応 

   自社登録の台数の割合（29%、34％） 

  「自社登録を行わなければ達成できないようなＲＳＯを一方的に決めた上で、当該ＲＳ

Ｏに従って事業活動を行うことを余儀なくさせていた」（「法令の適用」） 

 課徴金 

  38 名に対する売上額について、単一の始期・単一の終期（下記） 

 特徴 

  施行後 15 年の優越的地位濫用課徴金で、11 年ぶり 6 件目の事件 

  フランチャイザーがフランチャイジー（ディーラー）に対して優越的地位濫用行為をし

たとされる事案 

   平成 20 年代の課徴金 5 事件は、いずれも、大規模小売業者が納入業者に対して優越

的地位濫用行為をしたとされたもの 

  優越的地位に関する争いの余地（？） 

   「特定ディーラー」でない「ディーラー」が、いるかのような表現とはなっているが

（排除措置命令書 1 頁）、定かではない。 

   排除措置命令書 3 頁(3）の記載（上記） 

  「合理的範囲を超える不利益」の色彩が強い事案 

  課徴金 

   

  38 名に対する行為が、単一の始期から単一の終期まで、続いていた事案か（？） 



   例えば、従業員派遣の要請であれば、ずっと続けていたわけではない可能性が高い

（？）のに対し、 

   本件は、厳しい目標設定が問題となっているので、期間中ずっと行っていたと言える

か（？） 

  参考 

   既存の事例は、いずれも単一の始期・単一の終期とする点で共通しているが、理由付

けの構造が変化している。 

   ラルズ東京高裁判決（全ての公取委審決も同様） 

    https://snk.jftc.go.jp/DC005/R030303H31G09000013_ 

    「不利益行為」を認定した上で、次のように述べて 1 個の違反行為とした。 

      

原告においては，88 社という多数の納入業者に対し，本件対象期間である平

成 21 年 4 月 20 日から平成 24 年 3 月 13 日までという長期にわたって継続的

に，原告の役員等の指示に基づき組織的，計画的に，一連の行為として，取引相

手に不利益となる本件各行為に及んでいたのであるから，原告が納入業者に対

する不利益行為の要請等を行えば，納入業者においてはこれに応じることを余

儀なくされるような関係の下で，不利益行為に当たる本件各行為を一定期間，広

範囲にわたって継続的に行っていたものというべきであり，納入業者の自由か

つ自主的な判断による取引が阻害され，結果として，納入業者がその競争者との

関係で不利となり，原告がその競争者との関係で優位となるおそれがあり，公正

な競争秩序に悪影響を及ぼすおそれがあるものと認めるのが相当である。 

    →単一の始期・単一の終期 

   ダイレックス東京高裁判決 

    https://snk.jftc.go.jp/DC005/R050526R02G09000005K 

    違反行為である旨の「優越的地位の濫用についてのまとめ」をした上で、次のよう

に述べて、1 個の違反行為として課徴金計算 

 さらに、上記説示した課徴金制度の趣旨に照らせば、同種の優越的地位の濫用

行為が複数の相手方に対して行われた場合のみならず、異なる種類の優越的地

位の濫用行為が複数の相手方に対して行われた場合についても、それが、組織的

かつ計画的に一連のものとして実行されたものと認められるなど、事業者の優

越的地位の濫用行為として一体のものであると評価することができる場合に

は、全体として１個の違反行為がされたものとして、独占禁止法の規定を適用

し、一律に違反行為期間を認めるのが相当というべきである。 

    →単一の始期・単一の終期 

 

 



後半 

 

 東京地判令和 6 年 2 月 8 日・令和 4 年（ワ）第 16794 号〔サエキ対外国自動車輸入協同

組合〕 

  籔内俊輔・ジュリスト 2025 年 6 月号（1611 号） 

 

 原告 

  会社（サエキ）（13 頁） 

  代表取締役 X 

 被告 

  外国自動車輸入協同組合（FAIA）（12 頁） 

  前理事長 H が代表取締役の会社エリートスポーツ 

  現理事長 E が代表取締役の会社マリオット・マーキーズ 

 （今でもサエキは組合の組合員） 

 「表記金利」（10 頁） 

  「顧客に対して表示する金利」 

  （以下の 1.7%や 1.5%は全て表記金利） 

 組合が、サエキに対し、オートローン利率を 1.7%より引き下げないようにさせた、との

主張。 

 一般指定 14 項 →（独禁法 19 条、8 条 5 号）→ 独禁法 24 条 

14 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他の

事業者とその取引の相手方との取引について、契約の成立の阻止、契約の不履行の誘

引その他いかなる方法をもつてするかを問わず、その取引を不当に妨害すること。 

第二十四条 第八条第五号又は第十九条の規定に違反する行為によつてその利益を侵

害され、又は侵害されるおそれがある者は、これにより著しい損害を生じ、又は生ず

るおそれがあるときは、その利益を侵害する事業者若しくは事業者団体又は侵害する

おそれがある事業者若しくは事業者団体に対し、その侵害の停止又は予防を請求する

ことができる。 

 「本件各行為」（原告の主張）（5 頁） 

 「本件行為〈1〉」（原告の主張） 

   オリコの指示と偽りながら 1.7%未満としないよう指示 

  「本件行為〈2〉」（原告の主張） 

   オリコの担当者に対し、不満を述べて圧力 

  「本件行為〈3〉」（原告の主張） 

   原告に対し、1.5%のオートローン利率を短期間のキャンペーンとするよう圧力 

  「本件行為〈4〉」（原告の主張） 



   原告 X が理事に選任されることを妨害 

 X が H・E に無断で録音したやり取り 

   11〜13 頁 

 「本件行為〈1〉」に関する認定（13〜15 頁） 

  偽っていない 

  指示していない（X は自己の判断で従った） 

 「本件行為〈2〉」に関する認定（15 頁） 

  不満・圧力はない（11 頁（6）の限度で認定） 

 「本件行為〈3〉」に関する認定（15 頁） 

  自由に設定できる旨を伝えた 

  （録音されていることを知らなかったのに妥当なやり取りをしたことが有利に評価さ

れている。） 

 「本件行為〈4〉」に関する認定（15〜16 頁） 

  妨害を認定できない 

 一般指定 14 項 

 独禁法１９条、２条９項６号ヘ及び一般指定１４項が、競争者に対する取引を不当

に妨害することを禁止している趣旨は、このような行為が価格と品質による能率競争

を歪めるおそれがあることによるものであることに照らせば、本件のような競業者に

干渉する方法での取引の妨害が問題となる事案における「不当」な取引妨害該当性は、

取引の内容・性質、妨害の態様・目的等を考慮し、競業者の自由な競争を損なう手段

が用いられたか否かによって判断することが相当である。 

  不正手段型を想定した判示 

   一般指定 14 項 

    他者排除 

     不正手段型 

     排除効果必要型 

  本件伝達が、競争停止の観点から問題となり得ること（一般指定 12 項）を意識した判

示（16 頁） 

なお、この点に関し、原告会社が本件伝達に応じたこと自体は、公益の観点から自

由競争を阻害するおそれがあるものとして問題があり得るとしても、これを被告らの

原告会社に対する不当な取引妨害と評価することはできない。 

独禁法 24 条 

 独禁法２４条にいう「著しい損害を生じ、又は生ずるおそれ」があるか否かは、同

条所定の独禁法違反行為による利益の侵害の態様及び程度並びにこれによる損害の

性質、程度及び損害の回復の困難の程度等を総合考慮して判断すべきものと解され

る。 



  「本件伝達に反してシェアを取る行動に出ていること」を、「著しい損害を生じ、又は

生ずるおそれ」がないとする理由の一つとしているが、がんばればそれだけダメという

ことになり、その意味では問題があるのではないか。（本件では小さな問題） 

 



 白石教授からレジュメに基づき説明が行われた後、概要、以下のとおり議論が行われた。 

 

１ ハーレーダビッドソンジャパン 

 

● ２０２１年の BMW に対する件も、本件と同様の行為が行われていた事例であるが、そ

ちらは確約計画認定で終了しており、本件は排除措置命令・課徴金納付命令が出されて

いる。事案の悪質性ではなく公正取引委員会にとって堅い案件であるかどうかによって

措置のそのような差が出るのか。。 

 

〇 個々の事案が法的措置に至るのか、確約計画の認定で終了するのかは、時期や公正取引

委員会を取り巻く社会的環境、担当者が誰かといった偶然的な要素や、名宛人が協力的で

あるか、計画の中で定型的な内容が受け入れ可能であるかといったことなどいろいろな

要素が関係しており、一概には言えない。 

 

● 会社としては、公正取引委員会から法的措置の意見聴取の通知が来るか、確約の通知が

来るか、いずれかが来るまで、公正取引委員会が調査していることを知ることはできな

いのか。 

 

〇 立入検査が行われる事案ではそのことにより調査されていることが分かるし、任意調

査の場合にも調査されることにより分かる。課徴金納付命令については、課徴金額の算定

のために取引金額について公正取引委員会から報告命令が出されるので、そのことによ

り分かる。 

 

● 確約計画の認定に持ち込むための交渉は、企業が行うのか、代理人の弁護士が行うのか。。 

 

〇 どちらによるかは企業としてどのようにするかといった判断の問題ではないか。 

 

● 企業としては、確約計画の認定で終了するのが望ましいのか。 

 

〇 一般的には、確約計画の認定で終了する方が穏便であると考えられている。確約計画の

認定の場合には違反が認定される訳ではないが、命令の場合には違反が認定され外部か

ら損害賠償請求など何か言われる可能性が出てくる。ただ、確約計画の内容としてビジネ

スモデルを変更しなければならないような場合には、争うために確約計画を希望しない

こともあろう。 

 

● そもそもハーレーダビッドソンジャパンが優越的地位にあるといえるのかどうかがよ



く分からない。特定ディーラーに対しては優越的地位にあるとされているが、ハーレー

ダビッドソンジャパンの基準に合うよう多額の設備投資を行っていたとしても、修理で

きる体制などのための投資であれば、他社のためにも転用できるのではないか。 

 

〇 排除措置命令書においては、その点について十分な記載は無いと思われるが、争われた

場合には説明する用意はあったのかもしれない。 

 

● 報酬金についてもよく分からない。売上げとは別のものであるが、売上げがあればディ

ーラーにとっては問題ないのではないか。 

 

〇 大量に販売すると報奨金がもらえる状況であれば、それを見越して安売りすることも

あり、報酬金がないと赤字となる場合もあるかもしれない。 

 

● 目標が達成されない場合には、ディーラーの契約が更新されない可能性もあるとされて

いるが、実際にそのような事例があったのかどうかはっきりしない。 

 

〇 ディーラーからすれば、実際に契約が更新されていなくても、更新されない可能性があ

るとされた場合には、過大な目標を受け入れざるを得ず、そこに不利益があるといえる。

実際に更新されなかった事例があれば、排除措置命令書に記載されている事例が多いと

思われる。 

 

● そもそも、特定ディーラーとされる者がすべて同じと言えるのか。大部分の特定ディ－

ラーは多額の投資を行っていたといった表現も用いられており、様々な特定ディ－ラー

が存在したようで、もっと細かく認定する必要があるのではないか。 

 

〇 特定ディーラーかどうかについては、いろいろな要素によって判断されており、投資の

要件を充していなくても他の要件を充していれば該当するということとされている。 

 

● 立入検査が行われた場合に、企業は通常であれば確約手続となるようネゴをすると考え

られるが、なぜそうしなかったのか分からない。 

 

〇 交渉しなかったのか、交渉したが公正取引委員会から認められなかったのか、そこはよ

く分からない。 

  

● 排除措置命令の内容として、今後の取引条件について触れられていない。そもそも販売

目標の設定自体はよくあることなので、どういったものならよいのか分からなくて困る



のではないか。 

 

〇 以前から、公正取引委員会は、具体的な取引条件についてはどうしろとは言わないスタ

ンスである。排除措置命令の中で、今後同様の行為をしてはならないということを命じて

おり、命令に違反すると刑罰がかかる前提で、違反にならない範囲でやってくれというこ

とになる。 

 

● 確約手続については、事業者からの意向がないと話が進まない。公正取引委員会が事業

者の意向を無視して通知してくることはないという印象である。 

本件では、意向を示したがだめだったのか、あるいは外資系企業なので、ワールドワイ

ドの統一的なやり方があるので最終的な命令以外は受け入れられないといった状況が

あったのか、いろいろな可能性がある。 

事業者は公正取引委員会からの通知を受けてから６０日以内に確約計画を提出しなけ

ればならないが、その見込みがない場合には、公正取引委員会としても通知は出さない

と考えられる。 

 

● 通常の事案と比べ、優越的地位の濫用事案については、立入検査があっても過去１０年

以上命令が出されていないので、事業者としては、命令は出されないだろうという前提

で、選択肢として何も対応をとらないということもあったのかもしれない。 

 

● ネット情報では、違反行為時のハーレーダビッドソンジャパンの社長は、BMW にも在

籍していたことがあり、会社を替えて同じことをしている再犯とみられたのかもしれな

い。 

 

〇 いろいろな可能性がある。 

 

● 目標が高過ぎるかどうかの判断は、景気の具合にもより、なかなか難しいのではないか。

特定ディーラーについては、通常のディーラーとどこで区切ったのか興味がある。 

協議がないことの問題については、最近の価格転嫁に関連して強調されているが、本件

でも、悪性を出すために記載されているのかと思われる。仮に、３８社の特定ディーラ

ーのうち１社か２社でも協議により目標を引き下げていれば、ハーレーダビッドソンジ

ャパンとしても反論しやすかったのではないか。 

   

〇 少しでも協議に応じて引き下げていれば、反論しやすかったかもしれないが、排除措置

命令書に記載された事実によれば、そのような事実はなかったものと考えられる。 

特定ディーラー以外のディーラーがいたかどうかよく分からないが、排除措置命令書



では、ディーラーと特定ディーラーとは書き分けているようにも見える。 

 

２ サエキ対外国自動車輸入協同組合 

 

● 本件では、差止請求という裁判の限界を感じる。カルテル的な状況の下、取引妨害につ

いて原告の主張立証が難しい中で、よくこの程度の手札で訴訟を起こしたという印象で

ある。勝訴することが目的ではなく、カルテル的な状況を世の中に知らしめることが目

的だったのかもしれない。 

カルテル的な状況であることは裁判所も認めているが、そのような判決が出た場合、公

正取引委員会がそれに基づき調査を開始することはあるのか。 

 

〇 差止請求の対象は、法律上は不公正な取引方法とされており、カルテルは対象とはなっ

ていない。 

判決文に基づき公正取引委員会が調査を開始した事例があるかどうかは承知していな

いが、理窟の上では可能性はある。 

   

● 判決文が公表されてしまった後でも、課徴金の減免申請は認められるのか。 

 

〇 公正取引委員会による正式の調査開始前の第 1 位であれば、判決が出た後であっても

課徴金の免除は認められる。 

 

● 本件では、組合に加入していない場合には、組合を通すことによる利益分配を受けられ

なくなるという不利益があるが、理事を辞めさせられることについては、理事報酬が得

られなくなることの他にどのような不利益があるのかよく分からない。理事を辞めさせ

られるというが、理事は組合員の多数決で決まっており、かつまた理事を辞めることに

よる不利益も立証されていないとなると、なかなか難しいのではないか。。 

 

〇 １．７％以下の利率を付けられないことによる不利益や理事になれない不利益など不

利益の立証について弱いポイントが多かったといえる。 

 

● 本件は、取引妨害のうち、手段の不公正さが問題とされ、競争への影響は認定する必要

が無かった事例であるとして判決文を読んだ。 

 

〇 本件では様々な行為が問題とされているが、取引妨害の規定は様々な行為を対象とし

得るようになっている。本件では、その中でいろいろな行為について、手段が不公正な行

為といえるかが問題となっている。 



 

● 本件では、事実認定の問題として、証拠として提出された録音内容では、脅迫、威圧、

欺罔などは認められないと思われる。オリコ自身による直接的な陳述書等でもあれば別

だが、オリコはサエキにとってだけでなく組合とも取引しており、オリコから陳述書等

を得ることは難しかったのかもしれない。 

 また、差止めのためには著しい損害が要件とされるが、カルテル破りについて利率を

他社と同じ１．７％のレベルに戻すことにより著しい損害が生じるとは言えないのでは

ないか。これまでの利率で取っていた部分は失うかもしれないが、他社も横並びなので

利率以外の面で競争していた可能性もある。 

 

〇 一般論としては、カルテルからの排除についての訴訟は難しいということになるかも

しれない。 


